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【当該国際機関で働く邦人職員】

ポストの名称 職　員　氏　名 備　　考

【分担金・義務的拠出金の拠出上位５ヶ国等　（２０１５年のもの）】

国　　　　名

日本

兵庫県

韓国

ニュージーランド

Asia-Pacific Network for Global Change Research

種　　　別

 【所管官庁担当局課・室名】環境省地球環境局総務課研究調査室

英文名称

2,596

当該年度の総収入額： 318,562

　国連（事務局）　　　　　国連（基金・計画）　　　　　国連専門機関　　　　　その他　　　

5人 10人

【邦人職員が占めている幹部ポスト（Ｄポスト以上）】

　うち　3人

【注：当該国際機関の会計年度】
当該国際機関の会計年度は毎年１月から１２月末までとなっている。
【注１】公益財団法人地球環境戦略研究機関の独立監査人の会計報告書による。

総務課長

　当該機関全体の職員数
　及び邦人職員が占める率 50％

兵庫県出向

事業管理課長 今成　行裕

山根　隆二朗

事務局長 辻原　浩 環境省・兵庫県出向

　邦人職員数
　うち幹部以上

【当該国際機関の本部所在地・活動目的等の概要】
　本部事務局は兵庫県神戸市。
　地球環境とその変動に関して、「南北アメリカ」、「アジア太平洋」の地域において、国際研究ネットワーク
が組織されているが、このうち「アジア太平洋」については、日本が中心となり、共同研究及び科学的能力
の向上等を目的としてAPNが設立（平成８年）された（現在２２ヶ国が参加）。
　APNの活動の成果は様々な国際会議の場で政策決定者に発信され、国際的にも高く評価されている。
アジア太平洋地域では、APNによる研究・評価者となることが研究者の一種のステータスとされており、複
数の途上国から、自国の研究予算を活用してAPNとの共同出資を行いたい旨の提案が寄せられ、途上国
の主体的な関与が広がりつつある。

2015-A

　国際機関名
（英語略称）

アジア太平洋地球変動研究ネットワーク（APN）

21,080

241,104 89

金額（千単位・通貨） 拠出率（％）（注）

8

2

1

国　　　　名

5,146

【当該国際機関の財政（２０１５年予算）】(千円)

会計検査機関名：　新日本有限責任監査法人　　　　　　　　　　　　　（現在の構成員の出身国：日本）

拠出率（％）金額（千円単位）

当該年度の総支出額： 253,977

次年度への繰越額：    　64,585


